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図Ⅴ.2 新たな想定震源域 

 

図Ⅴ.3 新たな想定津波波源域  

※ 海 底 地 形 図 は 海 上 保 安 庁 提 供 デ ー タ に よ る  

※ 海 底 地 形 図 は 海 上 保 安 庁 提 供 デ ー タ に よ る  
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２．想定地震の規模  

 

一般的に、東北地方太平洋沖地震で見られたように、断層面

積が大きくなれば地震の規模も大きくなる。断層パラメータの

設定の手順は、まず、想定震源域に対応した地震の規模及び断

層すべり量等のマクロ的な断層パラメータを設定し、その後、

想定震源域を３次元的に複雑な曲面構造を持つ小断層に分割

して近似し、破壊開始点、アスペリティの位置と面積、アスペ

リティの断層すべり量とその方向等のミクロ的な断層パラメ

ータ等を検討する。 

これらの検討は、今後、地震モデル（震源断層モデル・津波

断層モデル）を構築する作業の中で検討することになるが、今

回の中間とりまとめにおいては、概ねの規模を把握するため、

想定震源域に対応するマクロ的な断層パラメータ等から、地震

の規模を推定した。最終的な地震の規模については、今後の検

討において震源断層モデル等を構築した時点で決定されるも

のであり、今回の値は暫定的なものである。 

 

（１）マクロ的な断層パラメータ等について 

 

① 地震の規模（地震モーメントとマグニチュード） 

地震モーメント（Ｍo）は、震源断層の総面積（S）と平均

変位量（Ｄ）により、次式で定義される。 

   Ｍo ＝ μ・Ｄ・Ｓ 

      Ｍo:地震モーメント(N・m),μ:剛性率(N/m2) 

      Ｄ：平均変位量(m),Ｓ：震源断層の総面積(m2) 

地震モーメントからマグニチュード（モーメントマグニチ

ュードＭw）の計算は、次式による。 

  log Ｍo = 1.5 Ｍw ＋ 9.1  
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② 地震の規模に関する相似則 

一般的に、地震の規模は、断層面積の大きさに比例し、断

層面積が大きくなればなるほど地震の規模は大きくなる（図

Ⅴ.4）。震源断層の総面積（S）と平均応力降下量（Δσ）を

用いて、地震モーメントは次式で表現できる。この関係は地

震の規模に関する相似則と呼ばれている。 

   Ｍo ＝ ｃ・Δσ・Ｓ3/2 

    ここで、ｃは係数 

 

（参考） 

平均応力降下量と平均変位の関係は、クラック理論から次

式で表される。 

ｃ・Δσ ＝ μ・Ｄ／Ｗ ＝ Ｍo／（Ｗ・Ｓ）  

（Ｗは断層の幅） 

断層の幅と面積の関係を、Ｗ＝Ｓ1/2 とすると、Ｗ・Ｓ＝

Ｓ3/2 となる。 

この考えでは、平均応力降下量は、地震の規模によらずほ

ぼ一定となる。 

 

（２）想定震源域に対応する地震の規模（暫定値） 

 

想定震源域に対応する地震の規模は、上で述べた相似則によ

り、想定震源域の総面積と平均応力降下量から推定する。海溝

型地震の平均応力降下量の分布（ヒストグラム）を図Ⅴ.5 に示

す。今後の検討に当たって用いる暫定的な地震の規模は、海溝

型の地震で得られている平均応力降下量の平均的な値である

３ＭＰa を用いて推定するが、平均応力降下量は、図 V.5 に示

すとおり、ばらつきがあることに留意する必要がある。 
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表Ⅴ.1 新たな想定震源域に対応する地震の規模（暫定値） 

 

南海トラフの

巨大地震 

（暫定値） 

参考 

2011 年東北地方太

平洋沖地震 

2004年スマトラ島

沖地震 

2010 年チリ中部

地震 

面積 
約 11 万 km2 

（暫定値） 

約 10 万 km2 

(約 500km×約 200

㎞) 

約 18 万 km2 

(約 1,200km×約

150 ㎞) 

約 6 万 km2 

(約400㎞×約140

㎞) 

地震モーメ

ント M0(N・m) 

4.5×1022 

(暫定値) 

4.22×1022  

（気象庁） 

6.5×1022 

(Ammon et al., 

2005) 

1.48×1022 

(Pulido et al., 

in press) 

モーメント

マグニチュ

ード MW 

9.0 

（暫定値） 

9.0 

（気象庁） 

9.1 

(Ammon et al., 

2005) 

9.0 

（理科年表） 

8.7 

(Pulido et al., 

in press) 

8.8 

（理科年表） 

 

最終的な地震の規模については、今後の検討により決定する。 
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図Ⅴ.4 プレート境界地震の地震モーメントと断層面積の関係 

（Murotani, Koketsu, and Miyake, 2008） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅴ.5 プレート境界地震の応力降下量別分布 

(Allmann, B. P., and P. M. Shearer,2009 を基に作図) 
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Ⅵ．今後の検討について  

 

これまで述べた想定震源域・想定津波波源域の考え方等を受け

て、平成 24 年 3～4 月を目途に、南海トラフの巨大地震の震源断

層モデル・津波断層モデル及びこれによる震度分布及び津波高等

の推計を含む最終とりまとめを行うこととし、地震調査委員会と

も連携を図りながら、検討を進めていくこととする。  

 

１．震源断層モデル・津波断層モデルの構築  

 

震度分布・津波高を推計するためには、想定した震源域・津

波波源域に対応した断層パラメータ等（地震の規模、破壊開始

点、アスペリティの位置、断層すべり量、津波地震の発生場所

やそのすべり量等）を適切に設定する必要がある。特に、津波

については、津波地震を発生させる可能性のある海底近くにま

で達する浅部断層をどのように設定するかが重要となる。 

今後、今回収集した資料を基に、当該地域で発生した過去の

地震・津波の発生メカニズム等を分析し、南海トラフで発生し

た過去の地震の断層パラメータ等を整理するとともに、東北地

方太平洋沖地震等南海トラフ以外の地域で発生した地震・津波

の断層パラメータを整理する。津波地震の断層すべり量等を含

めて、これらの断層パラメータ等やフィリピン海プレートの沈

み込み量等の科学的知見をもとに、適切な断層パラメータ等を

設定の上、巨大地震モデル（震源断層モデル・津波断層モデル）

を構築し、震度分布及び津波高・浸水域（以下「津波高等」と

いう。）を推計する。 

 

２．震度分布・津波高等の推計 

 

今後、震源断層モデル・津波断層モデルを構築した上で震度

分布・津波高等を推計する。この推計結果が、防災対策で考慮
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すべき最大クラスの震度分布・津波高等となる。これらの推計

手法については、以下のとおりである。  

 

（１）震度分布の推計手法について  

 

中央防災会議（2003）の震度計算は、強震波形計算によって

求められた地表の震度と経験的手法によって求められた地表

の震度とを比較検討し、強震波形計算による結果を主体に、そ

れにより表現できていないところについては、経験的手法によ

る結果も加えて、最終的な震度分布を求めている。これらの手

法については、これらを見直すほどの知見が蓄積されていない

ことから、本検討会の震度計算においても、同様の手法による

こととする。震度分布の推計手法は、以下のとおりである。  

 
図Ⅵ.1 震度分布の推計手法（概要） 

 

これらの計算に用いる地盤モデル（浅部地盤モデル及び深部

地盤モデルにより構成）の構築については、最近の科学的知見

を踏まえ、以下の考え方により、作業を進めることとする。  
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なお、この震度分布の推計は、概ね周期 3 秒未満の短周期地

震動を対象としている。概ね周期 10 秒未満の長周期地震動は

別途検討が必要である。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図Ⅵ.2 工学的基盤における強震波形計算の概念 

 

地震基盤以深の構造は Hirose et al.(2008)等の研究成果よ

り、計算領域下の平均的な速度構造を用いることとする。  

 

① 浅部地盤モデル  

 a) 地盤メッシュ 

  工学的基盤（平均Ｓ波速度が 0.35～0.70km/s に相当する

地層）よりも浅い地盤の地盤モデル（以下「浅部地盤モデル」

という。）について、これまで中央防災会議（2003）では、

既存のボーリングデータや国土地理院の微地形区分図等か

ら、1km メッシュ（基準地域メッシュ）の浅部地盤モデルを
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作成していた。  

  しかしながら、最近の研究によって、浅部地盤モデルの構

築に不可欠である微地形区分が 250m メッシュで整備されて

きていることを背景として、本検討会では、震度分布の推計

を 250m メッシュで行うこととし、今回の推計に用いる浅部

地盤モデルを、測量基準を世界測地系とした 250m メッシュ

（4 分の 1 地域メッシュ、緯度間隔 7.5 秒、経度間隔 11.25 

秒）で新たに作成することとする。  

 

b)  地盤増幅率 

  従前の浅部地盤モデルでは、地質調査資料（ＰＳ検層及び

ボーリングデータ）を基に、地質調査資料に欠ける部分につ

いては微地形区分図を基にしてきた。今回は、広範囲で地震

観測点があることから、本検討会では、地震観測点がある場

所は地震観測データを基に地盤増幅率を設定することとし、

それが欠けるものについて従前と同様に地質調査資料及び

微地形区分図を用いて、地盤増幅率を求めることとする。  

 

② 深部地盤モデル  

 地震基盤（平均Ｓ波速度が 3km/s に相当する層）から工学

的基盤（平均Ｓ波速度が 0.35～0.70km/s に相当する地層）

までの間の地盤の地盤モデル（以下「深部地盤モデル」とい

う。）について、これまで中央防災会議（2003）では、いく

つかの領域での弾性波探査、常時微動探査により得られてい

る成果から、地震基盤及び工学的基盤の深さの平均的な分布

を内挿して速度構造を求めることで、深部地盤モデルを作成

してきた。  

その後、2009 年に地震調査委員会が、地震動予測地図作成

の一環として実施してきた強震動評価のために全国深部地盤

構造モデルを構築している。  

これを踏まえ、本検討会の深部地盤モデルについては、最
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新の資料を活用して全国を統一して作成している地震調査委

員会による全国深部地盤構造モデルを用いることとする。な

お、今後の強震波形計算結果の震度分布を求めた際に、過去

地震の震度分布や近年の観測記録等との整合性を点検し、必

要に応じて本検討会において深部地盤モデルの一部修正を行

うこととする。  

 

  今後、上記手法に従って、浅部地盤モデル及び深部地盤モデ

ルの構築を進め、震度分布を推計することとする。  

 

（２）津波高等の推計手法について  

 

 ① 津波高等の推計手法 

a)  津波伝播・遡上等の計算手法 

これまで中央防災会議では、津波高等の推計は、平面二次

元の差分法により数値計算することによって求めている。そ

の数値計算に当たっては、陸域側を最小 50m メッシュとし、

外洋側により大きなメッシュ（150m、450m、1,350m）を設

定して、接続計算を行っている。  

今回は、津波の伝播・遡上の計算は平面２次元の差分法に

より数値的に行い、運動方程式は、海底での摩擦及び移流を

考慮した非線形長波理論を用いることとする。  

計算は、陸域側を最小 10ｍメッシュとし、外洋側により大

きなメッシュを設定して（30ｍ、90ｍ、270ｍ、810ｍ）、接

続計算を行う。  

陸上の遡上部分における家屋等の障害物の効果は粗度係数

で表現することとする。海岸構造物について計算領域内の堤

防の高さ等をデータ収集し、それによる効果を反映する。そ

の際、地震や津波によって海岸構造物の機能不全が生じるこ

とを考慮し、施設が全て機能する場合（堤防あり）と全て機

能しない場合（堤防なし）の 2 ケースの計算を行うこととす
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る。  

 

b)  再現時間（計算時間）等 

これまでの中央防災会議においては、再現時間を太平洋沿

岸で 3 時間、瀬戸内海で 12 時間としてきた。しかし、東北

地方太平洋沖地震において、最大の津波高が 1m 以上の津波

観測施設では、12 時間以内に最大の波の到達を観測している

ことから、地震発生から 12 時間を基本とし、津波が十分収

束しない場合には 12 時間以上計算を行うこととする。  

計算に当たっての潮位条件は、平均潮位及び満潮位とする。 

 

②   地形データ等  

a) 陸域 

国土地理院作成の基盤地図情報、各種航空レーザ測量デー

タ及び河川縦横断測量データ等を用いて作成することとする。 

国直轄管理河川及び河口幅概ね 30m 以上の都府県・政令指

定都市管理河川（縦横断測量等のデータが提供されたものに

限る。）については津波の河川遡上を考慮するものとし、それ

に必要な地形メッシュデータ及び構造物メッシュデータを作

成することとする。  

 

b) 海域 

（財）日本水路協会作成の水深メッシュデータや海底地形

デジタルデータ、海上保安庁発行の海図（港泊図、縮尺 1/3,000

～1/15,000）を用いて作成することとする。  
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表Ⅵ.1 中央防災会議（2003）と本検討会の推計手法の比較 

項目 
中央防災会議（2003） 

の津波推計手法 

本検討会 

の津波推計手法 

計算手法 ２次元差分法による数値計算 

基本方程式 
深海域：線形長波式 

浅海域：非線形長波式 
全域：非線形長波式 

陸域の 

メッシュサイズ 
50 m 10 m 

海域の 

メッシュサイズ 
50m、150m、450m、1350m 10m、30m、90m、270m、810m

再現時間 
太平洋沿岸：3 時間 

瀬戸内海：12 時間 

全域：12 時間 
※ただし、未収束の場合は

それ以上計算を行う 

潮位条件 満潮位 平均潮位、満潮位 

堤防条件 堤防あり、堤防なし 

地殻変動 隆起と沈降の両方を考慮する 

 

 

３．今後の検討に当たっての留意事項 

 

① 時間をおいて地震が発生する場合の考慮  

 南海トラフで発生した過去地震では、同時に発生したと思

われるもの（1707 年宝永地震）のほか、32 時間の間隔をお

いて発生した事例（1854 年安政東海地震・安政南海地震）、

約 2 年の間隔をおいて発生した事例（1944 年昭和東南海地震、

1946 年昭和南海地震）などが知られている。  

 南海トラフの巨大地震についての防災対策を検討するに当

たっては、同時に発生する場合が最悪の結果をもたらすもの

とは限らないことから、時間差を持って発生する場合も併せ

て検討することが必要である。例えば、数分から数時間の時

間差の場合には、津波の重なりにより津波高が大きくなり、
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それよりも次の地震発生までの時間が長くなる場合には、復

旧・復興途上の施設に被害を与えたり、社会的な不安を増大

させたりするおそれがある。こうしたことを念頭において、

防災対応として考慮すべき発生パターンについて、別途検討

する必要がある。  

 

 ② 長周期地震動の推計 

 従前の震度分布は、短周期地震動を示したものであり、長

周期地震動は別途検討する必要がある。長周期地震動は、震

源から比較的遠い地域でも震源に近い場所と同等かそれ以上

の揺れや継続時間となる可能性があること、長周期地震動の

影響を受ける超高層建築物が増えていること等から、その対

策を具体的に検討するためには、長周期地震動を推計する必

要がある。  

 現在、地震調査委員会は、想定東海地震、東南海地震等の

「長周期地震動予測地図 2009 年試作版」を作成するなどの

検討を進めている。しかし、長周期地震動の記録波形が少な

いなど、作成したモデルの精度の検証等に課題が多く残され

ている状況にある。  

 地震調査委員会では、引き続き全国の地盤構造モデルの構

築に向けて検討しており、本検討会でも地震調査委員会と連

携して、長周期地震動の推計に必要な地盤モデルと震源断層

モデルの検討を進める。  

 

③ 地盤データ及び地形データの充実  

 今回の検討では、震度分布推計を 250ｍメッシュで、津波

高等の推計を最小 10m メッシュで行うこととしている。これ

らの推計の前提となる浅部地盤モデル作成や地形データベー

スの作成に当たっては、その精度の充実を図るため、関係機

関の協力を求め、地質調査資料（ＰＳ検層、ボーリングデー

タ）や測量関係資料の収集をできるだけ充実させる必要があ
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る。  

 

④ 古文書の内容の確認  

 今回の検討では 1707 年宝永地震よりも前の古文書につい

ても対象としているが、1707 年宝永地震以降の古文書も含め、

これらの古文書は、過去地震による震度分布・津波高を検討

する際の根拠資料になることから、これらの内容の信頼性に

ついて、東北大学が事務局となって整備が進められている「津

波痕跡データベースシステム」など専門家の知見を活用して、

確認作業を進める必要がある。  

 

⑤ 断層パラメータ等の不確定性について  

 平均応力降下量等の断層パラメータ等の設定に当たっては、

過去の地震の事例解析に基づく平均的な値を設定することが

多い。しかし、実際に発生する地震には不確定性があり、そ

の設定値を超える場合もある。断層パラメータの設定に当た

っては、このような不確定性をどのように取り扱うかについ

て、今後検討する。  
















